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平成27年度夏季の電力需給対策を受けた事務所・作業場の室内温度等の取扱いについて

平成27年5月22日に、「電力需給に関する検討会合」が開催され、 2015年度（平成27

年度）の夏季の電力需給見通しについて、経済産業省の「総合資源エネルギー調査会基本

政策分科会jの下に設置された「電力需給検証小委員会Jでの第三者の専門家による検証

結果を踏まえて、国民生活及び経済活動への影響を極力回避するよう配慮した上で、「2015

年度夏季の電力需給対策についてJ（以下「電力需給対策」とし寸。）が取りまとめられた

ところである（別添1参照）。

電力需給対策では、 9電力管内（北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、関西電

力、北陸電力、中国電力、四国電力及び九州電力）において、平成27年7月1日（水）か

ら平成27年9月初日（水）までの平日（ただし、 8月 13日（木）及び 14日（金）を除

く）の9・00から 20:00までの時間帯に数値目標を設けない節電要請をしているところであ

る。

電力需給対策で事業者向けに具体的に提示された「節電メニュー（日lj添2参照）Jのうち、

事務所の窓温、照明及び空調に関する内容と、事務所衛生基準規則lj（昭和47年労働省令第

43号。以下「事務所則jとし、う。）等に規定されている、事業者が講ずべき措置等との関係

は、 F記のとおりであるので、当該期間における事業場への指導等に当たり留意されたい。

なお、本取扱いに関し、見rJ添3のとおり、関係団体の長あてに通知していることを申し

添える。

言己

1 事務所の室内1昆度について

事務所の室内温度については、事務所艮lj第5条第3項により、事務所に空気調和設備

を設けている場合は、室内の温度が 28度以下になるよう努めなければならないとされて



いる。また、電力需給対策の2の（ 1 ）の①中においても、「熱中症等への健康被害に対

して、配慮を行う。j と記載されていることから、上記対策に慕づく電力抑制のため室内

温度を引き上げる場合には、まずは 28度を上限とするよう努めること。さらに電力抑制

のために事業者の自主的な取組のーっとして室内温度を 28度よりも引き kげるととも考

えられるが、その場合には、職場における熱中症を予防するため、平成 21年6月 19日

付け基発第 0619001号「職場における熱中症の予防について」に基づく熱中症予防対策

を、当該事業場において講じること。

なお、平成 27年の職場における熱中症予防対策の重点的な実施については、平成 27

年5月 14日付け基安発 0514第1号により通知しているので、関係事業場等に対する指

導等に当たっては留意するとと。

2 事務所その他の屋内作業の照度について

事務所の作業面の照度については、事務所則第 10条第1項に定められているところで

あるが、事務作業を行う際の照度を電力抑制のために暗くする場合であっても、労働者

の心身の負担を軽減するため、作業面の照度は、作業の区分にかかわらず、精密な作業

の場合の規制値である 300ノレクス以上とすることが望ましいこと。また、 VDT(Visual 

Display Terminals）作業を行う者については、平成 14年4月5日付け基発第 0405001

号「VDT作業における労働衛生管理のためのガイドラインについて」の3の（ 1 ）につい

ても留意すること。

また、製造業の作業場など、事務所目ljの適用のない庭内作業場においては、労働安全

衛生規則（昭和47年労働省令第32号。以下「安衛則」とし寸。）第3編第4章の規定が

適用され、作業面の照度の基準は、安衛則第 604条に定めているところであるが、作業

を行う際の照度を電力抑制のためにH音くする場合であっても、労働者の心身の負担を軽

減するため、作業面の照度は、作業の区分にかかわらず、精密な作業の場合の規制値で

ある 300ルクス以上とすることが望ましいこと。

3 事務所の換気について

事務所の換気については、空気調和設備又は機械換気設備の運転に当たり、過度な換

気による電力消費及び冷房効率低下を抑制するために、外気に対する還流空気の混合比

を大きくしようとするときは、室内の二酸化炭素の濃度が、事務所則第5条第1項第2

号で定める基準 (1,OOOppm以下）に適合する範囲で調整すること。



別添l

2015年度夏季の竜力需給対策について

2 0 1 5年 5月 22日

電力需給に関する検討会合

2015年度夏季の電力需給見通しについては、経済産業省の総合資源エネル

ギー調査会基本政策分科会の下に設置した「竜力需給検証小委員会」において、

第三者の専門家による検証を行った。

政府としては、いかなる事態においても、国民生活や経済活動に支障がない

よう、エネルギー需給の安定に万全を期すべく、電力需給検証小委員会による

需給見通しを踏まえて、2015年度夏季の電力需給対策を決定する。

11. 2015年度夏季の電力需給見通し｜

2015年度夏季の電力需給は、猛暑となるリスクや直近の経済成長の伸び、企

業や家庭における節電の定着などを織り込んだ上で、老朽火力の最大限の活

用等を前提に、いずれの電力管内でも電力の安定供給に最低限必要な予備率

3%以上を確保できる見通しである。

ただし、関西電力及び九州電力管内は、単独では予備率 3%を確保できず、他

地域から受電せざるを得ないという厳しい状況にある。また、老朽火力を含む発

電所の計画外停止は依然として増加傾向にあり、このまま火力発電所の稼働が

高水準で推移すると、大規模な電源脱落が発生し、電力需給がひっ迫する可能

性もあり、引き続き電力需給は予断を許さない状況である。

<2015年8月の電力需給見通し＞
北海珊 東北 東京 中榔 陽商 北随 中国 岡田 九州

量大電力需要 7,007 472 1,445 5,090 9,253 2,597 2,791 545 1,128 549 1,643 16,260 156 

供給力 7』687 513 1,524 5,650 9,706 2,725 2,875 580 1,217 616 1,693 17,393 225 

供給勾需要 680 41 79 560 453 128 84 35 89 67 50 1,133 68 

予備率 9.7弘 8.7% 5.5品 11 0% 4.9% 4町9% 3.0弘 6.4% 7.9% 12.1% 3.0% 7.0% 43.7% 

（参考1）仮に電力間融通を行わなかった場合
｛方kW) 業g臨絵海～－ 北海道 東北 東京 ぃ：4命者e吾義防正本 南部 関西 北陸 中国 四国 九州

J鳴海i～ 沖縄
最大電力需要 7,007 472 1,445 5,090 9,253 2,597 2,791 545 1,128 549 1,643 16 260 15B 

供給力 7,687 513 1,524 5,650 9,647 2,765 2,813 580 1,286 616 1,588 17,334 225 

供輯4需要 680 41 79 560 394 168 22 35 158 67 455 1 074 68 

予備率 9.7°ん 8.7% 5.5% 11.0% 4.3% 6.4% 0.8% 6.4% 14.0% 12.1% 43、3% 6.6弘 43.7% 
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（参考 2）仮に川内原子力発電所が稼働した場合

01機目Uがヘ3鴻庭野毛稼並本子会働した場合
｛町 四東北鵬：？智 中郁 隣西 北陸 中国 回国 九州

畳大電力需要 7,007 472 1,445 5,090 9,253 2,597 2,791 545 1,128 549 1,643 16,260 156 

供給力 7 687 513 1,524 6,650 9 801 2,745 2,875 580 1,258 616 1,727 17 488 225 

供給需要 680 41 79 560 547 148 84 35 130 67 84 1,228 68 

予備事 9.7% 8.7% 5.5% 刊：0% 5.9% 57% 3,0% 6.4% 11β% 12,1% 5,1% 7.5% 43.7% 

※九州電力管内は単独で予備率 3%以上を確保できるため、他地域からの受電は不要となる。

02機呂が稼働した場合
｛万kW) 北淘遭 東北 東京 中部 関西 北陸 中国 四国 九州

最大電力需要 7,007 472 1.445 5,090 9,253 2,597 2;791 545 1,128 549 1,643 16,260 156 

供給力 7,687 513 1,524 5,650 9,896 2,745 2;875 580 1,258 616 1,822 17,583 225 

供輪一需要 660 41 79 560 643 148 84 35 130 67 179 1,323 68 

予惜率 9.7% 8.7% 5.5% 刊，0% 6.9% 5.7% 30% BA% 11.6% 12.1% 10.9% 8.11も 43.7% 

12. 2015年度夏季の電力需給対策｜

( 1 ）節電協力要請（数値目標を設けない）

①現在定着している節電の取組が、国民生活、経済活動等への影響を極力回

避した無理のない形で、確実に行われるよう、全国（沖縄電力管内を除く）で

節電の協力を要請する。節電協力要請に当たっては、高齢者や乳幼児等の

弱者、熱中症等の健康被害に対して、配慮を行う。

※2015年度夏季の需給見通しにおいて、節電の定着分（2010年度最大電力比）として
以下の数値を見込んでいる。これらは節電を行うに当たっての目安となる。
北海道電力管内 企7.1% 東北電力管内 企4.4% 東京電力管内 企12.2%
中部電力管内 企4.9% 関西電力管内 企10.0% 北陸電力管内 ... 4.4% 
中国電力管内 企3.7% 四国電力管内 企6.0% 九州電力管内 企8.6%

②節電協力要請期間圃時間帯

2015年7月 1B （水）から 2015年9月30日（水）までの平日（ただし、8月

13日（木）及び 14日（金）を除く。）の9・：00から 20：開00までの時間帯とする。

(2）需給ひっ迫への備え

大規模な電源脱落等により、万が一、電力需給がひっ迫する場合への備え

として、以下の対策を行う。

①発電所等の計画外停止のリスクを最小化するため、電力会社に対して、発

電設備等の保守・保全を強化することを要請する。
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②霊力の安定供給を確保するため、電力広域的運営推進機関に対して、電力

会社管内の需給状況を改善する必要があると認められる時は、他の電力会

社に対し、速やかに融通を指示するなど必要な対応を講じることを要請す

る。

③自家発電設備の活用を図るため、中西日本において設備の増強等を行う事

業者に対して補助を行う。

④電力会社に対して、随時調整契約等の積み増し、ディマンドリスポンス等、

需要菌での取締の促進を図ることを要請する。

⑤需要家の節竃を促進するため、事業者及び家庭向けに具体的でわかりや

すい節電メニューのj奇知や需要家と連動した「節電圃省エネキャンペーン」を

行う。

(3）ひっ迫に備えた情報発信

①電力会社は、電力需給状況や予想電力需要についての情報発信を自ら行

うとともに、民間事業者等（インターネット事業者等）への情報提供を積極的

に行う。

②上記の対策にもかかわらず、電力需給のひっ迫が予想される場合には、政

府は、「需給ひっ迫警報Jを発出し、一層の節電の協力を要請する。

3 
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①今夏の節電へのご協力のお願い

②筆季の電力需要の特徴

③業種別の節篭メニューの例
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今夏の節電へのご協力のお願い

主事業部臨むφ械を？主主

2015年度夏季の節電へのご協力のお願い

2015年度夏季の電力需給は、老朽火力の最大限の活用を前提
に、北海道電力管内でも安定供給に最低限必要とされる予備率

3%以上を確保できる見通しです。

しかし、老朽火力を含む発電所のトラブルは増加傾向にある等、予

断を許さない状況にあり、大規模な発電所トラブルが発生した場合、

安定供給ができない可能性が懸念されます。

政府、電力会社においては、引き続き供給力の確保に最大限の

努力をしてまいります。国民の皆様におかれては、国民生活、経済活

動等への影響を極力回避した無理のない形で、できる限りの節電を
お願いいたします。

三節電を；狩翼手忠弘明麗ー時由主張軍匠標＇t；ョ；
02015年度夏季の節電協力要請期間等

月1日（水〕から9月30日（水〕までの平B 〔8月13日（木〉及び14日（金〉を除く） 9:00 20:00 
無濯のない範毘で、できる限りの節電（数値目標は設けない〉※

※需給見通しで見込んでいる北海道電力管内の定着節電見込み（企7.1%(2010年度比））を目安
としてください。

聞被災されだ地域の需要家の皆様ヘ 特に無理のない範囲でのご協力をお願い致します。

1 



今夏の節電へのご協力のお願い

・使用最大電力（kW）の抑制について
ピーク期間・時間格において、それぞれの需要家の2010年7月1日～9月30日の使用
最大電力以w）の値等を目安としだ基準からの節電をお願いします。

2010年度夏季（2010年7月1日～9月30日〉の使用最大電力が1,000kWであった事業所Aが
2015年度夏季！こ8%程度の節電を目指す揚合、 2015年度夏季における平日（8/1315を綜く〉
9・：00-20:00の時間帯は、使用最大電力（kW）が920主W程度となることを目指す。

使用曇大電力
(kW〕

1,000kW 

事業所Aの2010年3月6日（金）
のロード力一ブ〔＇， w〕

9’00 

基準電力： 2010年度夏季の使用最大篭力（kW）の実績値
（例） 2010年8月68（金） 1,000kW 

今夏の節電目標（使用最大電力KWの値〕
（例〕今夏の目標： 920kW程度

節電をお願いしたい時間帯

一－ 20:00 時

2 



今夏の節電へのご協力のお願い

・夏季の電力需要の特徴について
夏の北海道における平自の電気の総需要は、日中から夕方の長い時間帯に
ピークが継続することが特徴となっています。
・大口需要家の電力需要は、全時間帯で大きな変動がなく推移しています。
・山口需要家の電力需要は、日中から夕方にかけてピークを形成レています。

夏期平日の電力の使われ方（イメージ〉

kW 

総鎗要 節電をお願いする路間帯

重量畿

9:00 20日日 日寺

熱中症にご注意下さい
屋内でも熱中症にかかる揚合があります。
適切な室温管理や水分補給に留意頂く等、十分にご注意ください。
特に、ご高齢の万や体調に不安のある方はお気をつけください。

（熱中症に関する情報
http://www.env.go.jp/chemi/heat_stroke/index.html) 
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夏の館竃〈「でんき予報」と緊急時のお願い〉

でんき予報（供給予備力）の凡例

自主部官届；＇訓 g圏70万

勧銀周牌費を芝山川以幡町
制御 fl[H ! !'f>.::o!ll{t.~ ；－，也知

穐問符叫毒事

畏提詳き目J喜志常災

瞳緊急時の一層の節電のお願い

気温の急激な上昇や、発電所のトラブル停止などにより、
需給ひっ迫が想定される揚合には、停電回避のため、
政府より、予め「電力需給ひっ迫警報」を発令し、
緊急の節電をお願いさせて頂く揚合があります。

空
間
間
四
一

盟
・需給ひっ迫警報の発令
•T\人ラジオ、新聞、町内放送、ホームページ、予め登録頂いたメール
の宛先（最終ページ）等により企業、家庭に継続的にお知らせ。

万一日ハ
夕、B
 
前

－需給ひっ迫警報の発令
・TV、ラジオ、新聞、町内放送、ホームページ、予め登録頂いたメーjじ
の宛先（最終ページ）等により企業、家庭に継続的にお知らせ。

・「緊急速報メール」で携帯電話に一斉にお知らせ。
（一定の予備率が確保された場合には配信しない）

※状兄に応じて運用の変更があり得ます。

・でんき予報のご案内
でんき予報を参考にして頂き、オレンジ・赤となった揚合には、
一層の節電にご協力をお願い致します。

聞lまくでんホームページ
「でんき予報J

＃~0/!予組γス

園菅直子~』~：
滋翻＝＊~－.：.：γ

需給のひっ迫による停電等を羽越



オフィスビル

・オフィスピルの電力消費の特徴

1 8の電気の使われ方〔夏期のピーク日〕

・一般的なオフィスビルにおいては、日中（98寺～18時）！こ高い電力消費が続きます。

図1：オフィスピル（事例〉における電力需要カーブのイメージ

kW 

一一一一～－ ＇叩…白川 ？～川、川～一τ.…τ ～ι

白 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 時

出典資源エネルギー庁推計

電力消費の内訳〔夏期の14時頃の断面（伊｜〕〉

・電力消費のうち、空調用電力が約3ア%、照明及びOA機器〔パソコン、コピー機等〉が
約48%を占めます。

・これらを合わせると電力消費の約85%を占めるだめ、これらの分野における節電対策は
特に苅果的です。

その他9%
エレベータ
告%、 明

td
コ

務
諮
問

紘
一
嶋
…
航

空

O
高

＼ 

出典資源エネルギー庁推計

図2・一般的なオフィスピルにおける用途別電力消費比率
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オフィスピル

・,11nfle1惜E厩F.;iC

－執務エリアの照明を半分程度間引きする。

・使用レていないエリア〔会議室L廊下等〉は消灯を徹底する。

－執務室の室内温度を28℃とする（まだは、風通レなど室内環境に配慮
しつつ、 28℃より若干引き上げる〉。

・使用していなし1エリアは空調を停止する。

・長時間席を離れるときは、 OA機器の電源を切るか、スタンパイモードにする。

実行

チェック
一一寸 γ一一寸

15% 

4% 

3% 
(+2・Cの煽合）
1% 

3% 

＝ 
．室内のCO2農度の基準範困内で、換気ファンの一定時間の停止、または間欠運転
によって外気取入れ量を調整する（外気導入による負荷を成らすだめ〉。

・白射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを舌用する0

・冷凍機の冷水出口温度を高めに設定レ、タ ボ：，＞；凍機、ヒートポンプ等の動力
を削減する〔セットラル式空調の揚合〕。

%
一
%
一
%

4

2

1

 

・従来型蛍光nを、高郊率蛍光灯やLED照明に交換する。
〔従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は霞管形LED照明に交換しだ揚合、約40%消費電力削減。〉

・フィルターを定期的に清掃する〔2週間に度程度が自安〉。

・電気室、サーバー室の空調設定温度が催すぎないかを確認レ、見直す0

・室外機周辺の障害物を取り除くとともに、直射日光を避け否。

・電気以外の方式（ガス方式等〕の空謁熱源を保有している露合はそちらを優先運転する。

・電気式給j易機、給茶器、温水洗浄便座人工アタオル等のプラグをコンセントから抜く。

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

・デマツド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する。

・コージェネレーション設舗を所有している揚合立、発電優先で運転す否。

・需給調整契約（料金インセンティブ〕に基づくピーク調整ミ自家発の活用、操業シフト等。

・ピJc全体の節電目標と具体的アクションについて、関係全部門テナントへ理解と
協力を求める。

・節電担当者を決め、責任者（ピルオーナー部門長）と関係全部門テナットが出席した
フ沼口一アップ会議や節電パトロールを実施する。

・従業員やテナントに対レて、家庭での節電の出要性・方法について情報提供を行う。

｜ 合土 計 亡ヨ
※ご；主意 ・記載している節電効果は、建物全体の消費電力に対する節電効果の想定割合のB安です．

－空調については電気式空調を想定しています。
・一定の条件の元での試算結果ですので、各珂の建物の利用状況により削減値は異なります。
・方策により刻果が重複するちのがあるため、単純に合計はできません。
・節電在意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。
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ビルオーナー・テナントの皆様へのお願い

・テナントの皆様へのお願い

之照明＞
オーナーとご相談頂き、ピル全体として適度な明るさになるよう照明の間引きゃ照度
白盤王等の節電をお願い致します。
＜空調＞
個別の空調のスイッチをオフにして下さい（オーナー側で空調を集中管理する揚合〕。

園ピルオーナーの皆様へのお願い

＜照明＞
①労働安全衛生法上の照度基準の下限値（300ルクス〉を基本にビル全体で調整してい
だだくようお願い致します。 （例 750ルクス→400ルクス〉
②ピル全体として適度な照度となるよう照明の間引きゃ照度の値下等、テナントの皆様
へのお声掛けをお願い致します。

＜空調＞
テナントの皆様には、不要な個別空調のスイッチをオフにしていただく等のお声掛け
をお願い致します。 （可能な揚合はオーナー様で空調の集中管理をお願い致します。〉
＜換気＞
CO，濃度を管理レて頂き、建築物衛生法及び労働安全衛生法上の室内CO，濃度基準
(1,000ppm以下〉をベースとし、過度な換気による冷房刻率の怪下とならないようお願
い致します。

7 



など〉ドラッグストア卸＠小売店（百貨店、

・卸・小売店の電力消費の特徴

1円の意気の停われ方〔事期のピーク円〕

日中（9時～18時〉に高い電力消費が続きます。

図1：卸・小売店（事例〉における電力需要カーブのイメージ

・平均的な卸・小売店においては、

kW, 

待
出典白資源エネルギー庁推計

で一八 γ r ' , 

18 20 22 12 14 16 
？…γ ［ 

6 8 10 4 2 。

ショーケース等）

霊力消費の内訳 f悪期の148寺頃の断雨 f何｜〕〕

・電力消費のうち、空調が約41%、照明が約30%、冷凍冷蔵（冷蔵庫、
が約10%を占めます。

これらの分野における節電対策は－これらを合わせると電力消費の約81%を占めるため、
特に効果的です。

空調、熊明

冷凍冷車まで
約81% 

8 

出典資源エネルギー庁推計

図2：一般的な卸・小売店における用途別電力消費比率
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卸・小売店

・使用していなし1工リア（事務室、休憩室等〉や不要な揚所〈看板、外部照明、
駐車場〉の消灯を徹底する。

・店舗の室内温度を28℃とする〔または、風通しなど案内環境に配慮し
つつ、 28°Cより若干引き上げる〕。 I I c十2'Cσ盟釦

・業務用冷蔵庫の台数を限定冷凍冷蔵河ケー1の消灯、凝縮器の洗浄を行う。

－従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やLE D照明に交喚する。
〔従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LED照明に交換した場合、約40%消費電力削減。）

・使用していなし1エリア〔事務室、休憩室等）は空調を停止する。

・フィルターを定期的に清帰する（2週間に一度程度が目安〉。

・臼射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさレ、すだれを活用する。

・搬入口やパックヤードの扉を必す閉め、売場の冷気流出を防止する。

・電気以外の方式（ガス方式等〉の空調熱原を保有している場合はそちらを優先運転する0

・調理機器、冷蔵庫の設定温度の見直しを行う。

・冷凍・冷蔵ショーケースの吸込み口と吹出レロには商品を置かないようにすると共に、
定期的に清掃するロ

・オープン型の冷凍・冷蔵ショーケースについては、冷気が漏れないようビニールカーテンなど
を設置する。

・デモンストレーション用の家電製自などはできる限り電源をオフにする。

コンセント｜｜・電気式給湯機、 r茶器 温水洗浄便座、エアタオル等のプラグをコンセットから扱く。動力 ｜｜ 、
・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

－デマンド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する。

・コージェネレーション設備を設置している揚合は、発電優先で運転する。

－需給調整契約（料金インセンティブ〕に基づくピーク調整、自家用発電機の活用等ロ

－店舗全体の節電目標と具体的アクションについて、従業員ヘ理解と協力を求める。

・節電担当者を任命し、責任者（店長、部門長など）と関係全部門が出席レたフォローアップ会議
や節電パトロルを実施する。

・従業員に苅して、家庭での節電の必要性・方去について情報提共を行う。

山i：ぶ1!,/2・ ><<( iii合（＇.；ff/.1<・;.三＞！／.三山富市川／.ぷぷ／・10!!)¥ii三：｜ 仁三日
※ご注意 ・記載している節電効果は、建物全体の消費電力に刻する節電効巣白想定割合の目安です。

－空調については電気式空調在想定しています。
・ 定の条件の元での試算結果ですので、各ノマの建物の利用状況により削減値は異なります0
・方策により刻果が重複するちのがあるだめ、単純に合計はできません。
－節電を意識レすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なちのとならないようご；室意下さい。

門
は

U

口一
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一一寸一

食昆スーパー

・重品スーパーの電力消費の特徴

1 Bの雲気の侍われ7守〔恵期のピーク円〕

・平均的な食品スーパーにおいては～日中（9時～18時）に高い電力消費が続きます。

図 1 ：食日スーパー（事i~il）における電力需要カーブのイメージ

kW 

～。戸やす門叶り？ ' ' ？？寸「句、

o 2 4 s a 10 12 14 1s 1s 20 22 時

出典資源エネルギー庁

電力消費の肉訳〔夏期の14B寺聞の断面 f傍II)) 

・電力消費のうち、冷凍冷蔵〈冷蔵庫、ショーケース等）が約37%、空調および照明（一般
照明、ショーケース用照明〉が約45%を占めます。

・これらを合わせると電力消費の約82%を占めるため、これらの分野における節電対策は
特に効果的です合

冷蔵療7%

空誘、照明
冷凍冷蔵で
約82%

出典資源エネルギー庁

図2.一般的な食品スーパーにおける用途別電力消費比率
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食昆スーパー

・使用していない工リア（事務室、休憩室等〉や不要な鎗所〔看板、外部照明、
駐車場〉の消灯を徹底する。

－店舗の室内温度を28℃とする〔または、風通レなど室内環境に配慮し
つつ、 28℃より若干引き上げる〕。

・使用レていない工リア〔事務室、休憩室等〉は空調を停止する。

・業務用冷凍・冷蔵庫の台数を限定、冷凍・冷蔵 3ケ1の消灯、凝縮器の洗浄
を行う。

・従来型蛍光灯を高効率蛍光灯やLED照明に交換する。

建物全体に対
する節電効果

11 % 

2% 

1% 
〈十 z•cの場合〉

1記

（従来型蛍光nからHf蛍光灯又は直管形LE D照明に交換した揚合、約40%消費電力削減。〉

・日射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。

－フィルターを定期的に清掃する（2週間に一度程度が目安）。

川室外機周辺の障害物を取り除くととちに、直射日光を避ける。

・搬入口やパックヤードの扉を必ず閉め、売場の冷気流出を防止する。

・電気以外の方式（ガス方式等〉の空調熱源を保育している煽合はそちらを優先運転する。

・冷凍・冷蔵ショーケースの吸込み口と吹出レ口には商昂を置かないようにすると共に、

・オープン型の冷凍・冷蔵ショーケースに冷気流出防止用ビニールカーテンを設置する。

－調理機器、業務用冷凍・冷蔵庫の設定温度の見直しを行う。

－電気式給湯機、給茶器、温水洗浄便座九エアタオル等のプラグをコンセントから披く0

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停i上時間の延長等を行う。

・デマシド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する。

・コージ工ネレーション設備を設置レている揚合は、発電優先で運転するロ

・需給調整契澗（料金インセンティブ〉に基づくピーク調整、自家用発電機の活用等。

－店舗全体の節電目標と具体的アクションについて、従業員ヘ理解と協力を求める0

・節電担当者を決め、責任者〔店長部門長〉と関係全部門が出席しだフォローアップ会議や
節電パトロールを実施する。

・従業員に対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

山山＝主三二三ι
※ご注意・記載している節電苅栗は、建物全体の消費電力に対する節電効果¢想定割合の巨安です。

・空調については電気式空調査想定しています。
－ 定の条件の元での説算結果ですので、各ノマの建物の利用状況により削減値は異なります0
・方策により効果が重複するちのがあるため、単純に合計はできません。

仁三司

実行
チェック
「ー「

仁

白

・節毒を意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。 11 



医療機関（病院、診療所など〉

・医療機関〈病院・診療所等〉の電力消費の特徴

1 Rの電気の停われ7守〔重喜朗のピーク目〕

・平均的な医療機関（病院・診療所等〕においては、日中（88寺～17時〉に高い電力消費
が続きます。

図1：医療機関（事例〉における電力需要力一ブのイメージ

kW. 

←一 一寸一一十一 →・，－一［ ーァ一一
自 2 4 6 S 10 12 14 16 18 20 22 時

出典資源エネルギー庁推計

富力消費の肉訳（車販の146寺慣の断簡（符1/)) 

・電力消費のうち、空調が約36%、照明が約39%を占めます。

・これらを合わせると電力消費の約75%を占めるため、これらの分野における節電苅策は
特に効果的ですロ

エレベータ
4% 。A機器4%

出典資源エネルギー庁推計

図2: 般的な~療機関における用途別電力消費比率
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医療機関

コシセット
動力

建物全体に苅 実行
する節電刻果チェック

・使用していないエリア（外来部門、診療部門の診療時間外）は消灯を徹底する0

・病棟、外来、診療部門（検査、手術室等〕、厨房、管理部門毎に適切な温度設定
を行う。

・使用していないエリア（外来、診療部門等¢診療時間外）は空調を停止する。

・8射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。

5% 

1% 

1% 

1% 

・室内のCO2濃度の基準範囲内で、換気ファンの一定時間の停止、または間欠
運転によって外気取り入れ量を調整する（外気導入による負荷を減らすため）。 仁王日口

・従来型蛍光灯を、高刻率蛍光灯やLE D照明に交換する。
〔従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LED照明に交換レた揚合、約40%消費電力削減。〉

・病棟では可能な限り天井照明を消灯し、スポット照明を利用する。

・フィルターを定期的に清掃する（2週間に一度程度が目安〕。

・搬入口の扉やパックヤードの扉を必ず閉め冷気流出を防止する。

・電気以外の方式（ガス方式等〕の空調熱原を保有している揚合はそちらを優先運転する。

・調理機器、冷蔵庫の設定温度の見直しを行う。

・電気式オートクレープの詰め込み過ぎの防止、定期的な清掃点検を実施する。

・電気式給湯機、給茶器、温水洗浄便座人工アタオル等のプラグをコンセントから抜く0

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

－デマンド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいだ節亀対策を実施する0

・コージェネレーション設備を設置している場合は、発電優先で運転する。

・需給調裳契約（料金インセンティブ〉に慕づくピーク調整、自家用発電機の活用等ヤ

・節電目標と具体策について、職員全体に暦知徹底し実施する。

・節電担当者を任命レ、責任者情院長・事務局長など）と関係全部門が出席したフォローアップ
会議や節電パトロールを定期的に実施する。

－医療機関関係者に対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

ι!it ＇.＜！），ι 亡三
※ご注意 ・記載している節電効果は、建物全体の消費電力に恕する節電刻果の想定割合の目安です。

・空調については電気式空認を組定しています。
・ 定の条牛の元での試算結果ですので、各ノマの建物の利用状況巴より削減恒は異なります。
・方策仁より効果が重複するちのがあるため、単純に合計はできません。
・節電在意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。

13 



ホテル・旅館

・ホテル・旅館の電力消費の特徴

1臼の電気の僧われ丹（恵のピーク日〕

－ホテル・旅館においては、日中（7時～19時〉に高い電力消費が続きます。

図1：シティホテル（事例〉における電力需要力一ブのイメージ

kW 

γι「三点

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22時

出典資源エネルギー庁推計

電力消費の内訳〔夏期の重期の14時頃の断商 （1明｜〕〕

・電力消費のうち、空調が約26%、照明が約31%を占めます。
（グラフの照明比率の構成としては、概ね～客室：客室以外二1: 7となっています。〉

・これらを合わせると電力消費の約57%を占めるため、これらの分野における節電対策は
特に効果的です。

出典資源エネルギー庁推計

図2・一般的なホテル・旅館における用途別電力消費比率
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ホテル・旅館

・客室以外のエリアの照明を半分程度間引きずる。

－使用レていなしlエリア（会議室、宴会場等）は空調を停止する。

・ロビー、廊下、事務室等の室内温度を28°Cとする（まだは、風通しな
ど室内環境に配慮しつつ、 28℃より若干引き上げる〕。

建物全体に対
する節電効果
一一一一一一一一一一－，
13% 

1% 

1% 

実行
チ工ツク

・客室外気給気／浴室排気システムの揚合は、 10時～17時の送風量を50%風量、
ま疋は停止する。 L亙口

t竺埜アンス細々の節霞努力もお願t]lじまiす三日三三i//< ？）／）／）＼二三7川川｜

照明

コンセント
動力

・従来型蛍光灯を、高殉率蛍光灯やしED照明に交換する。
〔従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LE D照明に交換レた場合、約40%消費電力削減」〉

・宴会場の準備、片位けの際には般照明¢み点灯し、演出照明〈シャンデリア等〉は消灯する。

・宿泊客への協力要請を通じて、客室の照明を抑制する（使用していない照明の消灯等〉

・廊房排気を確認し適正な風量に調節する（過大な揚合は外気を誘引してしまうため〉固

．車の動きが少ない時間帯の駐車鑓給排気ファンの間欠運転をする。

・電気以外の方式（ガス方式等〉の空調熱源を保有している場合はそちらを優先運転する。

・日射を遮るだめに、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。

・宿泊客への協力要請を遇じて、客室の空調を抑制する（温度設定を上げる等〕。

・客室冷蔵庫のスイッチは「切」で待機する。

・給湯循環ポンプの1日時～17時（空室時）の流量削減まだは停止する（中央給湯万式〉。

・電気式給湯機、給茶器、 i温水洗浄便座、工アタオル等のプラグをコンセントから抜く。

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

・デマンド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する0

・コージ工ネレーション設備を設置している揚合は、発電優先で運転する。

・需給調整契約〔料金インセンティブ〉に基づく自家用発電機の活用等。

・施設全体の節電目標と具体策について、従業員全体に周知徹底レ実施する。

・節電担当者を任命し、責任者（支配人・部門長など）と関係全部門が出席したフォローアップ会議
や節電パトロールを定期的に実施する。

・館内での鮎り紙などを通じて宿泊客ヘ節電を惇びかける。

－従業員に対して、家庭での節電の脳要性・方法について情報提供を行う。

ドヨー！：0'i!:1!t>ii~＼ff0!,J'i）.色白山川三！0fil!l0~f計三三店主主：：＇i;\/MC:duf',' 工ヨ
※ご注意 ・記載している節電効果は、建物宝揮の消費電力に却する節電効果の想定割合の目安ですロ

・空調については電気式空調査想定レています図
－ 定の条件の元での試算結果ですので、各珂の建物の利用状況により削減値は異なります。
・方策により苅果が重複するものがあるため、単純に合計はできません。
－節電在意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。
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飲食店（ファミリーレストラン、居酒屋、ファーストフード店など〉

園飲童店の電力消費事倒

1 Bの電気の傍われ角（警のピーク臼〕

• 24時間型・昼型・夜裂など営業種別により営業時間帯が巽なり、外気温や入客状況に応
じて電力消費の状況が大きく異なります。

図1：飲食店における電力需要力一ブの事例
時間型 夜～深夜裂
倒〉ファミリーレストランなど 例〉居酒屋など

' 目時

事且－二夜護担
例〕ファーストフード店、カフェなど

？
 

5
 

一

3

f
i－－

1
 

0

0

0

0

0

0

0

 

2

0

a

e

－－
2
 

1

1

 

9 11 1 3 河 17 1 9 21 目時

9 けは 15 1 7 1 9引日時

晋芝歪星
例〕レストランなど

日時

震力消費の内訳〔夏期の20時国の断商（例〕〕

・電力消費のうち、空調が約46%、照明が約29%、厨房機器等（給湯冷蔵庫・ショー
ケース等〉で約22%を占めます。

出典：資源エネルギー庁推計

・これらを合わせると電力消費の約9ア%を占めるため、これらの分野における節電苅策は
特に刻果的です。

その俄3%

／ 

〈商務機器
22% 

空調、照明
厨繕機器等
で約9ア%

出典資源エネルギー庁推計

図2：飲食店における用途別電力消費比率の事例
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飲食店

※飲食店は堂業形議ごとに電力使用の形態が大きく翼なるだめ、各設備ごとの節電率を記載していますc

実行
チ工ツク

・使用レていないエリア（事務室等〉や不要な揚所（看板、外部照明等）
の消灯を徹底し、客席の照明を半分程度間引きずる。

40一%寸｜ 「i

厨房

－店舗の室内温度を28℃とする（または、風通しなど室内環境に配慮し
つつ、 28℃より若干引き上げる〉。

・冷凍冷蔵庫の庫内は詰め込みすぎず、庫内の整理を行うとともに、温度
調節等を実施する。

・従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やLE D照明に交換する。

8% 
(+2℃白揚古〉

3% 

（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LE D照明に交換した場合、約40%消費電力削減。〉

－使用レていないエリアは空調を停止する。

－フィルターを定期的に清掃する〔2週間に一度程度が目安〉。

・日射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。

－室外機周辺の障害物を取り除くととちに、直射B光を避ける。

・使用レていない機器（調理機器など）のプラグを扱く。

．調理機器の設定温度の男直しを行う。

・業務用冷蔵庫のドアの開閉口敏や時間を医減し、冷気流出防止ビニールカーテンを
設墨する。

コ：釘ト｜｜・電気式給湖、給茶器、温水洗浄便座、刀タオル等のプラグをコンセットから抜く。

・デマンド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する。

・店舗全体の節電目標と具体的アクジョンについて、従業員へ理解と協力を求める。

・節電担当者を決め、責任者（店長〕と関係全部門が出席しだフォローアップ会議
や節電パトロールを実施する。

・従業員に苅して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

※ご注意 ・空調については電気式空調査組定しています。
・一定の条件の元での試算結果ですので、各局の建物の利用状況により削減固ま異なります。
・節電を意識しすぎるあまり、保健衛生上、安宝上及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。
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学校（小中高〉

・学校（小中高〉の電力消費の特徴

1日の電気の傍われ7守（警のピーク臼〕

・一般的な学校においては、 日中（88寺～16時〉に高い電力消費が続きます。

図1.公立小学校（事例〕における電力需要力一ブのイメージ

kW 

一一一ぃ－，－－－－ 一一一一……～。2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 
時

電力消費の肉訳 n喜朗の14時国の断雨 （J.911〕〕 出典‘資源エネルギー庁推計

・夏期の就学日におけるピーク時は、照明が約74%を占めています。
（グラフの照明比率の構成としては、概ね、体育館．教室織員室廊下＝1: 6となっています。〕

・教室部分に空調を設置していない場合が多いため、照明の比率が高くなっています。ただ
し、空調を設置している学校については空調の比率が高くなることに留意が必要です。

OA種望者宮
7% 

出典資源エネルギ庁推計

図2：一般的な学校における用途別電力消費比率
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学校（小中高〉

－点灯方法や使用揚所を工夫しながら体育館の照明を1/4程度間引きずる。

己主主ンス何々の節電努力もお願いじます

照明

・従来型蛍光灯を、高羽率蛍光灯やLE D照明に交換する。
（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LED照明に交換した場合、約40%消費電力削成。〉

・体育館等で使われる水銀ランプを、セラミックメタルハライドランプに交換する。
〔水銀ラップをセラミックメタルハライドランプに交換した揚合、約50%消費電力削減。〕

・使用レていないエリア（教室、音楽室等）は空調を停止する。

・日射を遮るために、緑のカーテン、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。

・フィルタ を定期的に清掃する（2週間に一度程度が目安〕。

・特別教室（音楽室、コンピコータ室等〕は連続利用する。

・電気以外の万式（ガス方式等〉の空調熱源を保有している場合はそちらを優先運転する。

－プールの水位調整のための給排水を少なくするよう工夫する。

コンセント｜｜ ・プール用水のろ過フィルヲを清掃する。

動力 11 ,_. ＇・－ム－…一→『

・節水こま、泡沫水洗を使用する。

－児童・生徒等に対する節電教育を行い、児童・生徒等の自発的な活動を推進する。

・節電担当者を決め、責任者（絞長先生等〉と関係者が出席したフォローアップ会議や節電パト
ロールを実施する。

・学校関係者に苅して、家庭での節電の！必要性・方法について情報提供を行う。

lrii:ij(Ji&<j自己主川川：＇0PJ~r'2?≪≪iY)!+ ＼＜川；川宇詐；三1vACH>/ifi!YwJ;iJi!/ 亡三日
※ご注意 ・記載している節電苅果は、建物全体の消費電力に苅する節電苅粟の想定割合の白安ですロ

・空調については電気式空調査想定レています。
－一定の条件の元での試算結果ですので、各jマの建物の利用状況仁より削減値は異なります。
・方策により刻果が重複するちのがあるため、単純に合計はできません回
・節電在意識しすぎるあまり、指導上、保健浦主上、安宝上及び管理上不適切なものとならないようご注意下さい。

h
H
U
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製造業

・製造業の電力消費の特徴

1日の雷気のi替われT守（恵期のピーク目〕

｜｜昼間操業の需要家（一般的な稼働時間〉 ｜｜ 

.'J¥ '1' .. & & ,& 01', ,& ,& .§' .＆.，，•.究会、，. ，§＞必＇.~- ・"' .1'.~団~－，.1>－~· ~- " 、" .,. 柄 可 、、可否 、、rべ、、、父戸、j A、，，，.、、ぺ，，ヨ令＇'¥." '\,~ "(."' 

主な業種金属加工、自動車部畠製造、 ； 
電気・ 般機械製造〈組立）など

負荷設備生産機械、電気炉、空調・照明など

｜｜昼夜連続操業の需要家（高い稼働時間〉
司
H
H剖
寸

1
4
1
1
1
1
1つ
斗
｛

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一
一

,,;, ,,;, ,,;, ,,;, ,,;, ,,;, ,,;, ，，；，ミテ$~~：＇.~＂：.~：：~：~＇苦：：~：~~~＂.：~~t.＂：.~~~~~~~~~－
i主な業種食品加工、電気・半導体製造など i 
j負荷設備 ω生産機械、空調・照明、 : 

クリーツルーム、冷凍・冷蔵設備など z

出典資源エネルギー庁推計

雷力消費の内訳（夏期のピーク時断面〔例〉〕

・電力消費のうち、生産設備が占める割合が高い疋め、生産工程の節電対策は特に効果的
です。

・業種（生産品目〉や必要な生産環境〔空調〉に応じて電力消費形態が異なります。

出典資源エネルギー庁推計

図：製造業の用途別電力消費比率事例
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製造業

※製造業！ま種別ごとに電力使用の形態が大きく異なるだめ、各設儀ごとの節電率を記載しています。

機暢・設備毎の 実行
節電効果 チヱック

百円
ユーティリティ設備の節電メニコー
－使用側の圧力を見直すことによりコンブレッサの供給圧力を11'§滅する。
（節電効果単機におけるD.1MPait¥減崎）

－コンブレッサの吸気温度を低減する［設置場所の室温と外気温を見合いする］。
（節電効果単機における眼気温度10℃僅減時〉

・負荷に応じてコンブレッサ・ポンプ・ファンの台数制御を行つ。
（節電効巣コンブレッサ5台システムでピク負荷6［～80%の揚合〕

・インパータ機能を待つポンプ・ファンの運転方法を見直す。
（節電効果弁の開問状態の確認・調整仁よりイツパータ機能在活用し全圧が80%となった場合）
・冷凍機の冷水出口温度を晶めに設定レ、ターボ冷凍機・ヒートポンプ等の動力を削減
する。 〈節電効果利用側の仇況を確認しながら7℃→9℃へ変更しだ毘合〉

wm
一
筋
一
蹴
一
時
一
服

ゆ司王＂＂＂

・使用していないエリアは消灯を徹底する。

・白熱灯を電球形蛍光ランプやLED照明に交換する。
〔節電効果白熱灯日cw→①電球形蛍光ランプ、②IEC照明 lこ空海しだ揚角）
・工場内の温度を28℃とするくまたは、風通しなど室内環境に配慮しつつ、
28℃より若干引き上げる〕。
〈節電凋果窒f¥Jilil度設定在21：上げだ場合〉

－外気取入量を調整することで換気用動力や熱負荷を怪滅する。
（節電効果換気ファンの間欠運転まだは停止により3C%導入量を僅減しだ揚合〉

・室外機周辺の障害物を取り除くとともに、直射日光を避ける。
f節電効果 日射の影響を受ける室外機によしずをかけた掲合）

8% 

10% 

6% 

・デマンド監視装置を導入レ、警報発生時には予め決めておいた節電対策を実施する。

．設備・機器のメンテナンスを適切かつ定期的に実施することでロスをj(l;滅する。

・節電担当者を決め、責任者（社長・工場長〉と関係全部門が出席したフォローアップ

会議や節電パトロールを実施する。

－従業員に対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

－事務作業等の時間を譜裂し、電力ピークをシフ卜する。

・需給調整契約〔料金インセンティブ〉に基づくピク調整、自家発の活用、操業シフト等。

※ご注意 ・記載している節電効果は、機械・設備毎の消費電力に対する節電効果¢想定割合の目安です
そのだめ、設備内容や利用状況等によって効果は異なる露合があります。
・空調については電気式空調を想定しています。
・節電在意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全土及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。

口

口
U
U
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記載倒

自社の実状に応じてフォーマットの対策・数値を
アレンジしていだだいて結構です。

百圃園建物全体仁苅
司圃する節電劾

¥ 11 15% 
・使用していないエリア（会議室、廊下等〉は消灯を徹底する。 •••• ••. ¥II % 

・執務室の室内温度を28°Cとする（または、風通レなど室内環境に勘ぐ（ 3% 
しつつ、 28℃より若干引き上げる〉。 '1.ミナ2℃の湯合〉

．使用していない工リアは空調を停比する。

・長時間席を離れるときは～ OA機器の電源を切るか、スタンパイモードにする。

・室内のCO2濃度の基準範囲内で、換気ファンの一定時間の停止、または間欠運転
によって外気取入れ量を識整する（外気導入広よる負荷を減らすため〉。

－日射を遮るためにふブラインド、渡熱フィルム、ひさし、すだれを活用する0

・冷凍機の冷水出口温度を高めに設定レ、ターボ冷凍機、ヒートポンプ等の動力
を削減する（セントラル諸空調の揚合〉。

自社の実状に応じてフォーマットの対策・数値を
アレンジレていだだいて結構です。

口
l~~丘~＜；；J!B，§禁怒黙円出竺~，！主三交換する。j 印門
（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LE D照明に交換した揚合、約40%出費電力削減。〉申」ー

・フィルターを定期的に清掃する〔2週間に一度程度が目安）。 • I I .r 

－電気室、サーバー室の空調設定温度が1亙すぎないかを確認し、見直す。

・室外機周辺の障害物を取り除くとともに、直射日光を避ける。

本計画に盛り込む節電メニューを選びましょう〔J〕。
※基本アクションはできるだけ盛り込みましょう。
※実施できないメニューを盛り込む必婆はありません。

（参考）

色
町
口

口己

口
口
口
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夏の節略〈節竃・電カ需給に関する情報等〉

節電・電力需給に関する情報等

盟節電掴電力需給に関する情報をwebでご紹介しています

政府の節電ポータルサイト「節電.gojp」

出没ピ年~盟主主u虫色胆jQ

経済産業省ホームページ

h笠ι4ど笠笠笠必盆L1w.io/s告tsuden/index.html

・「需給ひっ迫お知らせサービス」への登録をお願いいたします。

万一、電力需給のひっ迫が予想される場合に、

携帯電話・スマートフォンにお知らせします。登録をお願いいたします。
※平成26年5月下旬に受録受付開始予定

〔携帯電話〕右のQRコードまたはh立怠Lδn:,~l.setsuden./Zo.iolこアクセス

〔スマートフォン〕AppStoreまたはGooglePlaylこアクセスし、“節電アクション”で検索

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録画標です。
※App Storeは、米国およびその他の国々で登録されたAppleInc.の商標または登録
商標です。
※Google、GooglePlayは、 GoogleInc.の商標または登録商標です。

・節電凶省エネに関する出張説明会等
地方自治体や公的な組織、民間の業界団体などが参加費無料で開催する節電・省
エネに関する説明会に、節電・省エネの専門家を無料で派遣する「無料講師派遣」を実

施しています。

また、工場やオフィスビル等における無料の節電・省エネ診断を行う「無料節電診断j

「無料省エネ診断」も実施しています。

対象事業者・申込方法等ついては、節電・省エネ診断等に関するポータルサイト

出ε血盟也強b血止盟illをご確認下さい。

掴電力需要平準化対策の実施

平成25年の省エネ法改正により、電気の需要の平準化に資する取絡が求められる

ことになりました。事業者の皆様におかれましては、ピーク時間帯の節電等を含めた電
力需要平準化対策の実施をお願いいたします。
省エネ法に関する情報については、資源エネルギー庁ホームページ

怯紅：1wy11'1'1,"'_tlfil;h9.m'3Jiェ限必どc;:fce_gQ立公空白；lK.i'!IJ.Q.119波一位校irぽ到！：む
をご確認下さい。

園節電・電力需給に関するお問い合わせはこちら

経済産業省 03-350ト1511（代表）

北海道経済産業局 01ト709-2311（内2712）電力事業課
23 



①今夏の節電へのご協力のお願い

②夏季の電力需要の特徴

③業種別の節電メニューの例
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1 今夏の節電へのご協力のお願い

r三一日事業者01・皆さま伐のお腰長をふいi

2015年度夏季の節電へのご協力のお願い

2015年度夏季の電力需給は、老朽火力の最大限の活用を前提
に、いずれの電力管内でも安定供給に最低限必要とされる予備率

3%以上を確保できる見通しです。

しかし、老朽火力を含む発電所のトラブルは増加傾向にある等、予

断を許さない状況にあり、大規模な発電所トラブルが発生した場合、
安定供給ができない可能性が懸念されます。

政府、電力会社においては、引き続き供給力の確保に最大限の

努力をしてまいります。国民の皆様におかれては、国民生活、経済活
動等への影響を極力回避した無理のない形で、できる限りの節電を

お願いいたします。

：三二：節電をお願いじfqf湖障面時時陸軍匡成長日J主主；
02015年度夏季の節電要請期間等

…… 
月1臼〔水〉から9月30日（水〉までの平日〔8月13日〔木〉及び14日（金〉を除く〕 9:00-20:00

無理のない範留で、できる限りの節雲監〈数値目標／cl:設けない〉※

…… 一
※需給見通しで見込んでいる各電力管内の定着節電見込みを目安としてください。

（参考）2015年度夏季の定着節電見込み

融調盤霊盟瞳盟瞳諒調理寵盟監理瞳盟理
2014年度夏季
定着節電見込み .A.4.4% • 12.2o/o企4.9%A10.0%企4.4°/ci_.3.7% A6β0/o A8.β% 
(2010年度比｝

圃被災されだ地域の需斐家の皆様ヘ 特に無理のない範囲でのこ協力をお額い致します。



2 今夏の節電へのご協力のお願い

•• ）｛使用最太置t~；ti：仰の抑制！宅金時点字J

ピーク期間・時間帯において、それぞれの需要家の2010年7月18～9月30
日の使用最大電力（kW）の値等を目安とした基準からの節電をお願いします。

東京電力管内の事業所Aの揚合 く倒＞

2010年8月6日の使用最大電力5,000kWであった東京電力管内における事業所Aが12.2%
程度の節電を目指す爆合、 2015年度夏季における平日（8月13～14日を除く） 9:00-20:00の
時間帯は、使用最大電力（kW）が、 4,390kW程度となることを目指す。

使用最大電力 (kW) 

基準電力
2010年夏の使用最大電力
(kW）の実績値
（例）5,000kW

今夏の節電目標
（使用最大電力kWの値）
（例）目標4,390kW程度

4島

9:00 

事業所Aの
2010年8月6臼〔使用最大電力
が記録されだ白〕
のロド力プ〔kW)

面温酒盛種種圏盛正

節電をお願いしだい時間務
（特1213則的側重要〉

静岡

13:00 16:00 20:00 

2 



3 今夏の節電へのご協力のお願い

J三日夏季の電力需要の特徴についで／2「三当

需要全体としては、特に日中(13:00同 16:00頃）に最大ピークとなる傾向にあり、
特にこの時間帯の節震が重要となります。

夏期平Bの電力の使われ方（イメージ〉

13:00-16:00の節電が特に重要です
kW 

言零饗
①十②十③

’向。

争Jj、段

_.,M電をお願いしだし1時間宿、~

←一一トートートー l

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 時刻

熱中症にご注意下さい

智一

屋内でも熱中症にかかる場合があります。

適切な室温管理や水分補給に留意頂く等、十分にご注意ください。
特に、ご高齢の方や体調に不安のある方はお気をつけください。

熱中症に聞する情報
私 http://www.env目go.jp/chemi/heat_stroke/index. html 

マ曙

A3 



4 でんき予報と緊急時のお願い

でんき予報が、オレンジ・赤となった場合には、一層の節電にご協力をお願い致します。

望書給級車ま 画慨は やや厳しい 縦しい織給状況 由喜諜長い覇軍豊富状若者 罪悪豊富状況

使照準 書2'1事以下
92.%鐙選 告5%鐙通

97%紐最
押 95%以下 ～97%以下

（九州電力の例〉

し
拍
柿

厳
状
変
給
大
絡
（ハ醐

気温の急激な上昇や、発電所のトラブル停止などにより、
需給ひっ迫が想定される場合には、停電等の回避のため、
政府より、予め「電力需給ひっ迫警報」を発令し、
緊急の節電をお願いさせて頂く場合があります。

－需給ひっ迫警報の発令
・TV、ラジオ、新聞、町内放送、ホームページ、予め登録頂いた ' 
メールの宛先（最終ページ）等により企業、家庭に継続的にお知らせJ

付·＂·品別問仰向仲町付叩門川、旬、い制的川仰•SMC恥間·＂＇＂＂＇＇＇＇＇＂＂＇＇川角 山品 川似品川駒山町M川嶋州仙川〆

d戸

岡需給ひっ迫警報の発令
・T¥人ラジオ、新聞、町内放送、ホームページ、予め登録頂いた
メールの宛先（最終ページ）等により企業、家庭に継続的にお知らせ。

・「緊急速報メールjで携帯電話に一斉にお知らせ。 ーさ。4
（一定の予備率が確保された場合！こは配信しない） 虐弘

災~＼
沼状況に応じて運用の変更があり得ます。 必迄主主h

ダJ需給のひっ迫による停霊童等を回避



5 オフィスビル

Eオフィスピルの電力消費の特徴

1 円の電気のj~われ方（夏期のドーケ円〕

・一般的なオフィスビルにおいては、日中（9時～17時〉に高い電力消費が続きます。

図1・オフィスビル〔事例〉における電力需要力一ブのイメージ

kW 

出典資源工ネルギ庁推計

震力消費の内訳〔事期のピーク時断面（例〕〕

・電力消費のうち、空調用電力が約48%、照明及びOA機器 (I，ソコン、コピー機等）が約
40%を占めます。

・これらを合わせると電力消費の約88%を占めるため、これらの分野における節電対策は
特に効果的です。

II;へ.-9 
5% R

n
司
、

E
L

ア
ι、

》

照
器
W
M

拡
峨
一
側

空

o
i

出典資源エネルギー庁推計

5 
図2：一般的なオフィスピルにおける用途別電力消費比率



T 一

6 オフィスビル

明路面師団問団位置商事rrJ,Ifllll'J;,1!

－執務エリアの無明を半分程度間引きする。

－使用していない工リア（会議室、廊下等〕は消灯を徹底する。

・執務室の室内温度を28℃とする〔または、風通しなど室内環境に配慮
レつつ、 28℃より若干引き上げる）。

・使用レていなしlエリアは空調を停止する。

・長時間席を離れるときは、 OA機器の電源を切るか、スタンパイモードにする。

ク
ー

行
ツ
一

実
工
一チ

一
%
一
%
一
%
和
一
%
一
%

3
二
d
4
2
2
一3

4

1

2

一
十一

三幸四a長調甑高司郎胸躍頑翫凶偏沼E‘雇;i王λ
・案内のco，農度の基準範囲内で、換気ファンの一定時間の停止、ま疋は間欠運誌
によって外気取入れ嚢を調繋する〔外気導入による負荷を戚らすだめ〉。

•B射を遮るだめに、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを舌用する。

・冷凍機の冷水出口混度を高めに設定し、ターボ冷凍機、ヒートポンプ等の動力
を削減する〔セントラル式空謂の揚合〉。

三一両陛議議n5f.員mir,
・昼休みなどは完全消灯を山掛ける。

・従来型蛍光灯を、高刻率蛍光灯やLED照明に交換する。
（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LED照明に交換した揚合、約40%消費電力削減。〉

・フィルターを定期自由に清掃する（2遁間に一度程度が目安〉。

・電気室、サーバー室の空調設定j鼠度が依すぎないかを確認し、見直す。

・室外機周辺の障害物を取り除くとともに、直射日光を避ける。

・電気以外の方式（ガス方式等〕の空調熱源を保有している揚合はそちらを優先運転する。

・電気式給j易機、給茶器、混水洗浄便座、エアタオル等のプラグをコンセントから叛く。

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止符閣の延長等を行う。

－デマンド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する0

・コージェネレージョン設備を所有している揚合は、発電優先で運転する。

・需給調整契約（料金インセンティブ）に基づくピーク調整、自家用発電機の活用、操業シフト等。

－ピル全体の節電目標と具体的アクシヨジについて、関係全部門テナントへ理解と
協力を求める。

・節電担当者を深め、責任者（ピルオーナー部門長〉と関係全部門テナントが出席レた
フォロ アップ会議や節電パトロールを実施する。

・従業員やテナントに対レて、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

l"{i ＼三 入合川二三三川計 1 民川：｜「三百
※ご注意 ・記載している節電効果は、建物全体の消費電力に対す吾節電刻粟の想定割合の目安です。

－空調については電気式空溜を想定しています。
－ 定の条件の元での試算結果ですので、各局の建物の利用状況により削減憶は異なります固
・方策により苅果が重複するものがある疋め、単純に合計はで吉ません。
・節電在意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なものとならないようこ注意下さい。

6 



7 テナント・ビルオーナーの皆さ

・テナントの皆様へのお願い

＜照明＞
オーナーとご栂談頂き、ビル全体として滴度な明るさになるよう照明の間引きゃ照度の
盤主等の節電をお願い致します。

＜空謂＞
個別の空調のスイッチをオフにして下さい（オーナー側で空調を集中管理する揚合〉。

・ビルオーナーの皆様へのお願い

fと照明＞
＼ 

①労働安全衛生法上の照度基準の下限値（300ルクス〉を基本にビル全体で調整してい
ただくようお願い致します。 （例.750ルクス→400ルクス〉
②ビル全体として適度な照度となるよう照明の間引きゃ照度の値下等、テナントの皆様
へのお声掛けをお願い致レます。

＜空調＞
テナントの皆様には、不要な個別空調のスイッチをオフにしていただく等のお声掛け
をお願い致します。 （国能な揚合はオーナー様で空調の集中管理をお願い致します。〉

＜換気＞
CO2濃度を管理レて頂き、建築物衛生法及び労働安全衛生法上の室内CO2濃度基準
〔1,000ppm以下〉をベースとレ、過度な換気による冷房効率の低下とならないようお願
い致します。

7 



8 卸・小売店（百貨店、ドラッグストアなど

圃卸・小売店の電力消費の特徴

1日の電気の使われ7ラ（夏期のピーク日〕

・平均的な卸・小売店においては、日中（10時～18時〉に高い電力消費力満きます。

図1・卸・小売店（事例〉における電力需要カーブのイメ」ジ

kW 

出典資源エネルギー庁推計
0 3 6 9 12 15 18 21 

電力消費の内訳 f悪期のピーク時断面（例〕〕

・電力消費のうち、空調が約48%、照明が約26%、冷凍冷蔵（冷蔵庫、ショーケース等〉
が約9%を占めます。

・これらを合わせると電力消費の約83%を占めるため、これらの分野における節電対策は
特に効果的です。

OA機器
4% 

ヲョケ 1
6% 

空調、照明
冷凍冷蔵で
約83%

出典資源エネルギー庁推計

図2：一般的な卸・小売店における用途別電力消費比率 8 



9 卸・小売店（百貨店、ドラッグストアなど

・使用していないエリア〔事務室、体憩室等〕や不要な揚所（看板、外部照明、
駐車場〉の消灯を徹底する。

・店舗の室内温度を28℃とする〔または、風通しなど室内環境に配慮レ11 4% 
つつ、 28℃より若干引き上げる）。 I lc+2•cの揚合〉

・業務用冷蔵庫の台鍛を限定、冷凍冷蔵泊ケ 1の消灯、凝縮器の洗浄を行う。

・従来型蛍光灯を、高郊率蛍光灯やLE D照明に交換する。
〈従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は事管形LED照明に交換した揚合、約40%消費電力削減。）

・使用していないエリア〔事務室、休憩室等〉は空調を停止する。

・フィルターを定期的に清掃する〔2週間に一度程度が目安〉。

・日射を遮るだめに、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。

・般入口やパックヤードの扉を必ず閉め、売湯の冷気流出を防止する。

・電気以外の方式（ガス方式等〉の空調熱源を保有している揚合はそちらを優先運転する。

・調理機器、冷蔵庫の設定温度の見直レを行う。

・冷凍・冷蔵ショーケースの吸込み口と吹出し口には商昂を置かないようにすると共に、
定期的に清鳴する。

・オープン型の冷凍・冷蔵ショーケースについては、冷気が漏れないようビニールカーテンなど
を設置する。

・デモンストレーション用の家電製昂などはできる限り電源をオフにする。

コンセント日・電気式給湯機、給茶器、温水洗浄便座、エアタオル等のプラグをコンセントから抜く。
動力 11 

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

・デマンド監視装置を導入レ、警報発生時に予め決めておいだ節電対策を実施する。

・コージェネレーション設備を設置している揚合は、発電優先で運転する。

・需給調整契約〔料金インセンティブ〕に基づくピーク調整、自家用発電機の活用等。

・店舗全体の節篭目標と具体的アクションについて、従業員ヘ理解と協力を求める。

・節電担当者を任命し、責任者（店長、部門長など）と関係全部門が出席したフォローアップ会議
や節電パトローんを実施す否。

－従業員に対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

flw/J／主主iiC10>!/C,sI/i>vL0台以店店主主喜市山長iCi//wi.ic)!iBぷ忌｜仁三日
※ご注意 ・記載している節電効果は、建物全体の消費電力仁対する節電殉果の想定割合の目安です。

・空調については電気式空調在想定レています。
・ 定の条件の元での試算結果ですので、各珂の建物の利用状況により削減値は異なります0
・方策により効果が重複するちのがあるだめ、単純に合計はできません。
・節電を意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全土及び管理上不適切なものとならないようご注意下さい。

円
同
ハ
〕

口一

9 



10 食品スーパー

E重品スーパーの電力消費の特徴

1日の雲監気の使われ丹〔要期のピーク日〕

・平均的な食昂スーパーにおいては、日中（10時～19時〉に高い電力消費が続きます。

図1：食呂スーパー（事j9tl）における電力需要力一ブのイメージ

kW 

出典：資源エネルギー庁推計
0 3 6 9 12 15 18 21 

電力消費の内訳〔恵期のピーク時断面（例〕〕

・電力消費のうち、冷凍冷蔵（冷蔵庫、ショーケース等〉が約35%、空調および照明（一般照
明、ショーケース用照明〉が約49%を占めます。

－これらを合わせると電力消費の約84%を占めるため、これらの分野における節電対策は特
に効果的です。

空調、照明
冷凍冷蔵で
約84%

出典資源エネルギ庁推計

図2：一般的な食昆スーパーにおける用途別電力消費比率
10 



11 食品スーパー

建物全体！こ苅 実行
する節電効果 チェック

－使用レていない工リア（事務室、体憩室等〕や不要な渇所（看板、外部照明、
駐車場）の消灯を徹直する。

－店舗の室内温度を28℃とする〈または、風通レなど室内環境に配慮し
つつ、 28°Cより若子引き上げる〕。

・使用レていないエリア（事務案、休憩室等）は空調を停止する。

・業務用冷凍・冷蔵庫の台数を限定、冷凍・冷蔵？ョケ 1の消灯、凝縮器の洗争
を行う。

・従来型蛍光灯を、高劫率蛍光灯やLE D照明に交換する。

11% 

（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LE D照明に交換した揚合、約40%昌費電力削減。〉

・日射を遮るだめにブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。

－フィルターを定期的に清掃する（2週間に一度程度が目安〕。

・室外機庖辺の障害物を取り除くととちに、直射日光を避ける0

・搬入口やパックヤードの扉を必ず閉め、売士号の冷気流出を防比する。

・電気以外の方式（ガス方式等〕の空調熱原を保有している場合はそちらを優先運転する。

・冷凍・冷蔵ショーケースの吸込み口と吹出し口には商昂を置かないようにすると共に、

－オープン型の冷凍・冷蔵ショーケースに冷気流出防止用ビニールカーテンを設費する。

・調理機器、業務用冷凍・冷蔵庫の設定温度の見直しを行う。

・電気式給湯機、給茶器、混水洗浄便座、工アタオル等のプラグをコンセントから叛く。
コンセント
動力 11 ・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

・デマンド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する。

－コージェネレーション設備を設置している揚合は、発電優先で運転する。

・需給調整契約（料金インセンティブ〕に基づくピーク調整ミ自家用溌電機の活用等。

－店舗全体の節零目標と具体的アクションについて、従業員ヘ理解と協力を求める0

・節電担当者を決め、責任者〈店長部門長〉と関係全部門が出席したフォローアップ会議や
節電パト口一ルを実施す号。

・従業員に対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

~；；lf~ぶ＝三三三三台三~~！ !\{'.ic\1;;,,rt/iit•;•:t0ii;r;;)i i＜三三 亡ヨ
※ご注意 ・記載している節電効果は、建物全体の消費電力仁対する節電効果の想定割合の目安です。

．空調については電気式空謁在想定しています。
・ 定の条件の元での試算結果ですので、各珂の建物の利用状況により削減値は異なります。
・方策により効果が璽復するちのがあるため、単純に合計はできません。
・節電を意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なものとならないようご注意下さい。

「一一一「

ロ



2 医療機関（病院や診療所など）

置医療機関（病院・診療所等〉の電力消費の特徴

1日の電気の侍われ門 n喜期のピーク日〕

・平均的な医療機関〈病院・診療所等〉においては、日中（8時～17時）に高い電力消費
が続きます。

図1：医療機関（事例〉における電力需要カーブのイメージ

kW 

出典資源エネルギー庁推計

電力消費の内訳（恵期のピーク持断面（偲II）〕

・電力消費のうち、＠調が約38%、照明が約37%を占めます。

・これらを合わせると電力消費の約75%を占めるため、これらの分野における節電対策は
特に効果的です。

Iuへ.-J. 
4% 

空調、照明
で約75%

出典資源エネルギー庁推計

図2’一般的な医療機関における用途別電力消費比率
12 



13 

照明

コンセント
動力

医療機関

建物全体に苅 実行
する節笥刻果チ工ツク

－使用していないエリア（外来部門、診療部門の診療時間外〉は消灯を徹底する0

・病棟、外来、診療部門（検査、手術室等〉、厨房、管理部門毎に適切な温度設定
を行う。

・使用していないヱリア（外来、診療部門等の診療時間外）は空調を停止する。

・日射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさレ、すだれを活用する。

三三四長調湯轟語翻瑚~j拙描躍画壇~u込

4% 

1% 

1% 

1% 

・室内のC02豊度の基準範囲内で、換気ファンの 定時間の停止、または間欠
運転によって外気取り入れ最を調整する（外気導入による負荷を減らすだめL 仁三司口

・従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やLE D照明に交換する。
〔従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LED照明に交換レた揚合、約40%消費電力削成。）

・病棟では可能な限り天井照明を消灯し、スポット照明を利用する。

・フィルターを定期的に清掃する〔2週間に一度程度が目安〕。

・搬入口の扉やパックヤードの扉を必ず閉め冷気官出を防止する。

・電気以外の方式〔ガス方式等〉の空調熱原を保有している揚合はそちらを優先運転する0

・調理機器、冷蔵庫の設定温度の見直しを行う。

－電気式オートクレーブの詰め込み過ぎの防止、定期的な清掃点検を実施する。

・電気式給湯機、給茶器、温水洗浄便座、工アタオル等のプラグをコンセントから抜く0

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

・デマンド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいた節電対策を実施する。

・コージ工ネレーション設備を設置している揚合は、発電優先で運転する。

・需給調整契約〔料金インセンティブ）に基づくピーク調整 自家用発電機の活用等。

・節重量目標と具体策について、職員全体に周知徹底し実施する。

・節電担当者を任命し、責任者（病院長・事務局長など）と関川系金部門が出席したフォローアップ
会議や節電パトロールを定期的に実施する。

・医療機関関係者仁対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

ド己主.C!)i：辺白色.＂＼fWiPt{c·swi!~!/ ii • z／／三守防長白山山｜「三百
※ご注意 ・記載している節電刻粟！立、建物全体の消費電力に却する節電効果の想定割合の目安です。

・空調については電気式空調在想定しています。
・ 定の条件の元での試算結果ですので、各珂の建物の利用状況l己より削減値は異なります。
・方策により効果が重複するちのがあるため、単純に合計はできまぜん。
・節電在意識しすぎるあまり、保健衛主上、安全上及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。 13 



14 ホテル・旅館

・ホテル・旅館の電力消費の特徴

1日の雷気の｛壱われ7守〔恵のピーク日〕

－ホテル・旅館においては、 B中（9時～20碍〉に高い電力消費が続きます。

図1：シティホテル（事例〉における電力需要カーブのイメージ

kW 

出典資源エネルギー庁推計

0 3 6 9 12 15 18 21 

電力消費の内訳〔夏期のピーク時断面〔例〕〕

・電力消費のうち、空調が約26%、照明が約31%を占めます。
〈グラフの照明比率の構成としては、概ね、客室：客室以外二1: 7となっています。）

・これらを合わせると電力消費の約57%を占めるため、これらの分野における節電苅策は特
に効果的です。

コンセン
ト

4% 

空調、照明

出典資源エネルギ庁推計

14 
図2.電気式空調を中山とするホテル・旅館における用途別電力消費比率



15 ホテル・膝館

・客室以外の工リアの照明を半分程度間引きずる。

－使用していないエリア（会議室、宴会場等〉は空調を停止する。

・ロビー、廊下、事務室等の室内温度を28°Cとする（または、風通しな
ど室内環境に配慮しつつ、 28℃より若干引き上げる〉。

建物全体に刻
する節電刻果
一一一一一一一－－，
13% 

1% 

1% 

実百
チェック

・客室外気給気／浴室排気システムの揚合は、 10時～16時の送風量を50%風景、
まだは停止する。 仁亙山

トヰ詰t'f~~BkOJ節電動ちお願いします／（ii<i(ii ((/18'／：い＞ iixii川九｜
・従来型蛍光灯を、高羽率蛍光灯やLE D照明に交換する。

照明

コンセント
動力

（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LED照明に交換しだ揚合、約40%甫費電力削成。〉

・宴会場の準備、片位けの際には般照明のみ点灯レ、演出照明〔シャンデリア等〉は消灯する。

・宿泊客への協力要請を通じて、客室の照明を抑制する（使用レていない照明の消灯等〉

・厨房排気を確認レ適正な風量に調節する（過大な場合は外気を誘引してしまうため） 0 

．車の動きが少ない時間情の駐車場給排気ファンの間欠運転をする。

・電気以外の方式（ガス方式等〉の空調熱原を保有している揚合はそちらを優先運転する0

・日射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用するロ

・宿泊客への協力要請を通じて、客室の空調を抑制する（温度設定を上げる等〉。

・客室冷蔵庫のスイッチは「切」で待機する。

・給湯循環ポンプの10時～17時（空室時）の流量削減または停止する〔中央給湯方式〉。

・電気式給嘉機、給茶器、温水洗浄便座、工アタオル等のプラグをコンセントから掠く0

・自動販売機の管理者の協力の下、冷却停止時間の延長等を行う。

・デマンド監視装置を導入し、警報発生時に予め決めておいだ節電対策を実施する。

・コージ工ネレーション設備を設置している場合は、発電優先で運転する。

・需給調整契約（料金インセンティブ〉に基づく自家用発電機の活用等。

・施設全体の節電目標と具体策について、従業員全体に周知徹底し実施する。

・節電担当者を任命し、責任者伎~G人・部門長なめと関係全部門が出席レたフォローアップ会議
や節電パトロ ルを定期的に実施する。

・館内での貼り紙などを通じて宿泊客ヘ節雷を呼びかける。

・従業員に対して、家庭での節電の！必要性・方法について情報提供を行う。

際＇）） .GJ•/ij§Y.r；／｝；山：：fぷif.m!ilm/$NpY$0i)!(H'.\!'i-f.ii?jj!<YCJii/•tCf +!:i;i>1＜三：：l三副
※ご注意 ・記載レている節電効果は、建物全体の消費電力に対する節電効果の想定割合の目安です白

・空調については需気式空調査想定しています。
・ 定の条件の元での試算結果ですので、各局の建物の利用状況により削減恒は異なります。
・方策により効果が重複するちのがあるため、単純に合計はできません。
・節電在意識レすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。

口

15 



16 飲食店（ ；；：~~~笠宮若酉屋、）

・飲倉店の電力消費事倒

1日の雷気の使われ方（夏のピーク白〕

• 24時間型・昼型・夜型など営業種別により営業時間平野が異なり、外気温や入客状況に応
じて電力消費の状況が大きく異なります。

図1：飲食店における電力需要カーブの事倒

型例〉ファミリーレストランなど 夜～深夜型例〉居酒屋など

川 一一一一一」；協錯璽欝 ；； 
軍司～夜型例〉ファーストフード店、カフ工など 夜型 例）レストランなど

：関鱒：
出典資源エネルギー庁推計

電力消費の内訳 （恵期のピーク時断面（例〕〕

・電力消費のうち、空調が約46%、熊明が約29%、厨房機器等（給湯冷蔵庫・ショー
ケース等〉で約22%を占めます。

－これらを合わせると電力消費の約9ア%を占めるだめ、これらの分野における節電対策は
特に効果的です。

その他

3% ---" 
空調、照明
厨房機器等
で約97%

出典ー資源エネルギ庁推計

図2・飲食店における用途別電力消費比率の事例
16 



17 飲食店

※飲食店／J;営業形態ごとに電力使潟の形態が大きく異なるため、各設儀ごとの節電率を記載しています。

厨房

コンセント
動力

i葉県ぬよi

※こ注意

－使用していないエリア（事務室等〕や不要な揚所（看板、外部照明等）
の消灯を徹底レ、客席の照明を半分程度間引きする。

・店舗の室内温度を28℃とする（または、風通レなど室内環境に配慮し
つつ、 28°Cより若干引き上げる〉。

・冷凍冷蔵庫の庫内は詰め込みすぎす、庫内の整理を行うととちに、温度
調節等を実施する。

・従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やLE D照明に交換する。

40% 

8% 
（十2℃の場合〉

3% 

（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LE D照明に交換し疋揚合、約40%消費電力削成。〉

・使用レていないエリアは空調を停止する。

・フィルターを定期的に清掃する（2週間に度程度が目安〕。

・日射を遮るために、ブラインド、遮熱フィルム、ひさし、すだれを活用する。

・室外機周辺の障害物を取り除くととちに、直射日光を避ける。

・使用レていない機器（調理機器など）のプラグを抜く。

・調理機器の設定温度の男直しを行う。

・業務用冷蔵庫のドアの開閉回数や時間を低減レ、冷気流出防止ビニールカーテンを
設置する。

・電気式給湯機、給茶器、温水洗浄更座、工アタオル等のプラグをコンセントから扱く。

－デマンド監視装置を導入レ、警報発生時に予め決めておいだ節電対策を実施する。

・店舗全体の節電目標と具体的アクションについて、従業員へ理解と協力を求める。

・節電担当者を決め、責任者（店長〕と関係全部門が出席したフォローアップ会議
や節電パトロールを実施する。

・従業員に対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

・空調については電気式空調在想定しています。
・一定の条件の元での試算結果ですので、各／マの建物の利用状況により削戚値は異なりますロ
・節電在意識しすぎるあまり、保健衛生上、安全上及び管理上不適切なちのとならないようご注意下さい。

実行
手工ツワ

17 



18 学校（小・中・高）

園学校（小中高）の電力消費の特徴

1 Bの電気の使われ内〔更のピーク白〕

・一般的な学校の就学日においては、巳中（9時～17時）に高い電力消費が続きます。

図1：公立小学校〔事例〉における電力需要力一ブのイメージ〈就学日〉

kW 

0 3 6 9 12 15 18 21 
出典資源エネルギー庁推計

電力消費の内訳〔薯期のピーク時断面〔伽｜〕〕

·~期の就学臼におけるピーク時は、照明が約69%を占めています。
（下グラフの照明比率の構成としては、概ね、体育館 教室・職員室廊下＝1: 6となっています。）

・教室部分に空請を設置していなしl場合が多いため、照明の比率が高くなっています。ただ
し、空調を設置している学校については空調の比率が高くなることに留意が必要です。

総務
謀総

選安教室・職員室・廊下

出典a資源エネルギ庁推計

図2 一般的な学校における用途別電力消費比率 18 



19 学校（小・中・高）

－点灯方法や使用揚所を工夫しながら体育館の照明をi/4程度間引きする。

比三7ジス何々 の嬬努力協瀬川じます：：川日山山叶ヨ引さ；＜tRi<I
・従来型蛍光灯を、高刻E巨蛍光灯やLED照明に交換する。
（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LE D照明に交換レ足場合、約40%消費電力削減。〉

・体育館等で使われる水銀ランプを、セラミックメタルハライドランプに交換する回
（水銀ランプをセラミックメタルハライドランプに交換しだ場合、約50%消費電力削減。〉

－使用していないエリア（教室、音楽室等〉は空調を停止する。

・日射を遮るために緑のカーテン、ブラインド、遮熱フィルム、ひさレ、すだれを活用する。

－フィルターを定期的に清掃する（2還問に度程度が目安） 0 

・特別教室（音楽室、コンピュータ室等）は連続利用する。

・電気以外の方式（ガス方式等〕の空調熱源を保有している場合はそちらを優先運転する。

－プールの水位謂整のための給排水を少なくするよう工夫する。

コンセント
動力

・節水こま、泡沫水洗を使用する。

・児童・生徒等に対する節電教育を行い、児童・生徒等の自発的な活動を推進する。

・節電担当者を決め、責任者〔校長先生等〉と闘係者が出席したフェヲローアップ会議や節電パト
ロールを実施する。

・学校関係者に苅レて、家庭での節電の必要性・万去について情報提共を行う。

ιsifi t;>ti,>r;c：巳：｛（！三ι山店長pY!ySfy;'¥;J:J!!Is2;';f>;'8J'/!xif J!!li(>!{Ai1JrC I 「ヨ
※ご注意 ・記載している節電効果は、建物全体の消費電力Iζ対する節電苅果の想定割合の目安です。

・空謂については電気式空調査想定レています。
・一定正条件の元での試聾結果ですので、各ノマの建物の利用状兄により削減値は呉なります0
・方策により如果が重複するちのがあるため、単純に合計はできません。
・節電在意識しすぎるあまり、指導上、保健衛生土、安全上及び管理上不適切なちのとならないようこ注意下さい

。19
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20 製造業

・製造業の電力消費の特徴

1臼の電気の停われT守〔恵期のピーク白〕

℃ ｜｜昼間操業の需要家〔 般的な稼働時間〉

一噛一

t
H
E
「
J
｜
｜
！
一
）
一

,<f'i§>,* *o§> <§> ,>',* ,<§> ,<§> .認許・＇＞＇ ,.,• ,,• .,§> ,<f' •. ,•,,§> ,§> ＊－~戸 ，§＞，＇，＇，＜§＞
u 、v .. ” -.. 祖、 0 -, '"  v、ν,., ,~ ..＿.，、，，'" ,, v 、， ~·v

主な業種：金属加工、自動車部品製造、
電気・一般機械製造（組立〉など

；負荷設備ー生産機械、電気炉、空調・照明など

j昼夜連続操業の需要家〔高い稼働時間） J
H
H
H
H
H
2

「
I
l
l
i－
－
ィ！口空謂・鰭明｜

ja't産設構 ｜ 

＃－！舎宇宇書辛害＇＂＇ '"' '"' ,:~?~?"'.,~~t ,:~<:."' t c'.~~~!~~~~"!'.~"'.~ 
j主な業積食晶加工、電気・半導体製日置など ! 
i負荷設備生産機械、空調・照明、
i クリーンルーム、冷凍・冷蔵設備など ! 

出典：資源エネルギー庁推計

電力消費の内訳（夏期のピーク時断面（例〕〉

・電力消費のうち、生産設備が占める割合が高いだめ、生産工程の節電対策は特に効果的
です。業種（生産呂田〉や必要な生産環箆〔空調）に応じて電力消費形態が異なります。

20 
図：製造業の用途別電力消費比率事例

出興資源エネルギー庁推計



21 製造業

※喜建造業は手重別ごとに電力使用の形態が大きく異なるため、各設備ごとの重苦言塁率を記載しています巳

J韮沼ぽ頑tliN1'1
・不要又は待機状態にある電気設蔚の電源オフ及びモーター等の＠1璃あ歪電荷
止を徹底する。
・電気炉、電気加熱装置の断熱を強化する。
（節重量効果 保温施士の実施例〉

機械・設備毎の 実行
節電刻果 チェック

日日
ユーティリティ設備の節篭メニュー
・使用側の圧力を見直すことによりコンブレッサの供給圧力を僅滅する。
（節電苅果単機における0.1MPaiI'i滅時）

－コンブレッサの吸気温度を低減する［設置揚所の室温と外気温を見合いする］。
（節電効果単機における吸気温度10・C低減時〕

・負荷に応じてコンブレッサ・ポンプ・ファンの台数制御を行う。
（節電妨果 コンブレッサ5台システムでピーク負荷6［～8［%の揚合）

・インパータ機能を持つポンプ・ファンの運転方法を見直すロ
〈節電効果井の開閉状態の確認・調整によりインパ ヲ機能在活用し全圧が80%となった揚合〕
・冷凍機の冷水出口i温度を局めに設定レ、ターボ冷凍機・ヒートポンプ等の動力を削減
する。 （節電刻果利用側の状日在確認しながら7℃→9℃へ変更した揚合）

8% 

2% 

9% 

15% 

8% 

扱I正

・使用していない工リアは消灯を徹底する。

・白熱灯を電成形蛍光ランプやLED照明に交換する。
（節電効嬰白熱灯巴D山→Cl電球形蛍光ラジブ、②IE[照明、に交換した揚合〉

・工賃内の温度を28℃とする〔まだは、風通しなど室内環境に配慮しつつ、
28℃より若干引き上げる）。
〈節電刻果室内毘度設定在2＇己よげた揚合〉

・外気取入量を譜整することで換気用動力や熱負荷を健滅する。
（節電苅果換気ファンの間欠運転または停止により3C%導入量在憧減した揚合〉

・室外機周辺の障害物を取り除くとともに、直射日光を避ける。
（節電効果｝臼射の影響巷喧ける窒外機仁よしすをかけた揚合〕

6% 

8% 

10% 

・デマンド監視装置を導入レ、警報発生時には予め決めておいだ節電苅策を実施する。

．設備・機器のメンテナンスを適切かつ定期的に実施することでロスを底滅する。

・節電担当者を決め、責任者（社長・工場長〕と関係全部門が出席したフォローアップ

会議や節電パトロールを実施する。

・従業員に対して、家庭での節電の必要性・方法について情報提供を行う。

・事務作業等の時間を調整し 電力ピクをシフトする。

・需給調整契約（料金インセンティブ〉仁基づくピーク調整 自家発の活用、操業シフト等。

※ご注意 記載している節電郊粟は、機械・設備毎の消費電力に刻する節電効果の想定割合の目安です
そのため、設備内容や利用状日等によって効果は異なる揚合があります。
・空請については電気式空調査想定レています。
・節電在意識しすぎるあまり、保健衛生上、安童上及び管理よ不適切なちのとならないようご注意下さい。

口

円
門
口
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記載倒（オフィスビルの場舎の参考）

・使用していない工リア（会議室、廊下等〉は消灯を徹底する。 〆ill～鳴

・執務室の室内温度を28"Cとする（または、風通レなど室内環境守 副i % 
レつつ、 28℃より若干引き上げる〕。 / .i I le十2℃の湯合〕
・使用していないエリアは空調を停止する。 ／／ ／ ｜｜ % 

・長時間席を離れるときは、 OA機器の献を切るか、スデ／ メこする図｜｜ 3% 

国
口回

自社の実次に応じてフォーマットの対策・数値を
アレンジしていだだいて結構です。 高

•B射を遮るだめlこ、ブラインド、遮熱フィルム、ひさレ、すだれを活用する。

・冷凍機の冷水出口温度を高めに設定し、ターボ冷凍機、ヒートポンプ等の動力
を削減する（セントラル式空調の場合〕。

5% 11口
3% 11日
2% 11口

己こすンス個々 の節電のお願い

F累明

・昼休みなどは完全消灯制掛ける。 日目
~也管切I！！！単語~112' 含！；0!1竺~~2:換する。！ 日間
（従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は直管形LED照明に交換レ定場合／可40%消費電力削減。〕F 」ー

・フィルターを定期的に？
自社の実状に応じてフォーマットの対策・数値を

・電気室、サーバー室のEアレンジしていただいて結構です。

・室外機周辺の障害物を取り除くとともに、直射日光を避ける。

./ 

,I 

本計画に盛り込む節電メニューを選びましょう（，／）。
※基本アクションはできるだけ盛り込みましょう。
※実施できないメニューを盛り込む必要はありません。

22 



23 お知らせ

日：CI￥＂~~.. サイト1ぎの情報輯売台二三γζCt~1~，；~［， n1
政府の節電ポータルサイト「節電.gojpJ

http:/ /www.setsuden.gojp 

経済産業省ホームページ

http:/ /www.meti.gojp/ setsuden/index.html 

万一、電力需給のひっ迫が予想される場合に、

携帯電話・スマートフォンにお知らせします。登録をお願いいたします。
※平成26年5月下旬に登録受付開始

〔携帯電話〕右のQRコードまたは尚昆；μ立，＿，，iL~鉱山おり，ggj11にアクセス

〔スマートフォン〕AppStoreまたはGooglePlaylこアクセスし、“節電アクション”で検索

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブ、の登録商標です。
※App Storeは、米国およびその他の国々で登録されたAppleIncーの商

標または登録商標です。
※Google、GooglePlayは、GoogleInc.の商標または登録商標です。

三er帳簿諒！神高時説経：i三
地方自治体や公的な組織、民間の業界団体などが参加費無料で開催す
る節電・省エネに関する説明会に、節電・省エネの専門家を無料で派遣する

「無料講師派遣Jを実施しています。

また、工場やオフィスビル等における無料の節電固省エネ診断を行う「無

料節電診断j「無料省エネ診断Jも実施しています。

対象事業者・申込方法等ついては、節電・省エネ診断等に関するポータル
サイト http：・／/www.shindan-!ltlfilLをご確認下さい。

平成25年の省エネ法改正により、電気の需要の平準化に資する取組が求

められることになりました。事業者の皆様におかれましては、ピーク時間帯の

節電等を含めた電力需要平準化対策の実施をお願いいたします。
省エネ法に関する情報については、資源エネルギー庁ホームページ

泣き安心＇Y'i~YYY_&u1~9b9必出品J民主主主笠松なふ叫りふi'l)]Q＿出帆sョ枚以仇dDI
をご確認下さい。

節電戸電力需給に関するお聞い合せ

経済産業省 03-35011511 （代表）
23 



別添3

基安労発 0629第 2号

平成 27年 6月 29日

別紙関係団体の長 殿

厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生長

平成27年度夏季の電力需給対策を受けた事務所・作業場の室内温度等の取扱いについて

平成27年5月 22aに、「電力需給に関する検討会合」が開催され、 2015年度（平成27
年度）の夏季の電力需給見通しについて、経済産業省の「総合資源エネルギー調査会基本

政策分科会j の下に設置された「電力需給検証小委員会j での第三者の専門家による検証

結果を踏まえて、国民生活及び経済活動への影響を極力回避するよう配慮した上で、「2015

年度夏季の電力需給対策についてJ（以下「電力需給対策Jとしづ。）が取りまとめられた

ところです（別添1参照）。

電力需給対策では、 9電力管内（北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、関西電

力、北陸電力、中国電力、四国電力及び九州電力）において、平成27年7月1日（水）か

ら平成27年9月初日（水）までの平日（ただし、 8月 13日（木）及び14日（金）を除

く）のg:ooから 20:00までの時間帯に数値目標を設けない節電要請をしているところです。

電力需給対策で事業者向けに具体的に提示された「節電メニュー（別添2参照）Jのうち、

事務所の室温、照明及び空調に関する内容と、事務所衛生基準規則（昭和47年労働省令第

43号。以下「事務所則jとしづ。）等に規定されている事業者が講ずべき措置等との関係は、

下記のとおりですので、貴団体会員等各位に対し、周知方ご協力をいただきますようお願

い申し上げます。

1 

言己

事務所の案内温度について

事務所の室内混度については、事務所則第5条第3項により、事務所に空気調和設備

を設けている場合は、室内の温度が 28度以下になるよう努めなければならないとされて

いる。また、電力需給対策の2の（1 ）の①中においても、「熱中症等への健康被害に対

して、配慮を行う。」と記載されているととから、上記対策に基づく電力抑制のため室内

r 一一一 一一



温度を引き上げる場合には、まずは 28度を上限とするよう努めること。さらに電力抑制

のために事業者の自主的な取組の っとして室内温度を 28度よりも引き上げるととも考

えられるが、その場合には、職場における熱中症を予防するため、平成 21年6月 19日

付け基発第 0619001号「職場における熱中症の予防についてJに基づく熱中症予防対策

を、当該事業場において講じること。

なお、平成 27年の職場における熱中症予防対策の重点的な実施については、平成 27

年5月 14日付け碁安発0514第2号により示しているので、参考にすること。

2 事務所その他の屋内作業の照度について

事務所の作業面の照度については、事務所貝リ第10条第1項に定められているところで

あるが、事務作業を行う際の照度を電力抑制のために暗くする場合であっても、労働者

の心身の負担を軽減するため、作業面の照度は、作業の区分にかかわらず、精密な作業

の場合の規制値である 300ルクス以上とすることが望ましいこと。また、 VDT(Visual 

Display Terminals）作業を行う者については、平成 14年4月5日付け基発第 0405001

号「VDT作業における労働衛生管理のためのガイドラインについてjの3の (1）につい

ても留意すること。

また、製造業の作業場など、事務所則の適用のない屋内作業場においては、労働安全

衛生規則（昭和47年労働省令第32号。以下「安衛則」という。）第3編第4章の規定が

適用され、作業面の照度の基準は、安衛則第 604条に定めているEころであるが、作業

を行う際の照度を電力抑制のために暗くする場合であっても、労働者の心身の負担を軽

減するため、作業面の照度は、作業の区分にかかわらず、精密な作業の場合の規制値で

ある 300ノレクス以上とすることが望ましいこと。

3 事務所の換気について

事務所の換気については、空気調和設備又は機械換気設備の運転に当たり、過度な換

気による電力消費及び冷房効率低下を抑制するために、外気に対する還流空気の混合比

を大きくしようとするときは、室内の二酸化炭素の濃度が、事務所則第5条第1項第2

号で定める基準（1,OOOppm以下）に適合する範囲で調整すること。
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